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第１ 沖縄県の労働行政を取り巻く情勢

県内経済は新型コロナウイルス感
染症（以下、「新型コロナとい
う。」）拡大の影響を受け、 観光関
連産業をはじめとし、個人消費、雇
用情勢などの幅広い分野で大きな落
ち込みとなっています。入域観光客
数でみると、令和元年比で63.2％減
の374万人（令和２年）と大幅に減少
し、当県の基幹産業である観光関連
産業を中心に経済は大幅に縮小して
います。
完全失業率は、平成23年から改善

に転じ、令和元年には2.7％と復帰後
初の２％台となったものの、新型コ
ロナによる県経済の縮小を受け、10
年ぶりに上昇に転じました。
有効求人倍率は全国の中でも厳し

い労働市場となっていましたが、平
成24年以降は全国の動きに合わせ上
昇し、平成28年には初めて１倍を超
え、令和元年には1.34倍と過去最高
を記録しました。一方、令和２年に
は、県経済の縮小を受け、５年ぶり
に１倍を下回りました。今後とも、
新型コロナが観光需要の減少や社会
経済活動の自粛等が雇用に及ぼす影
響を注視する必要があります。

１．最近の雇用情勢全般

▼有効求人倍率の推移（就業地別）

資料出所：沖縄県「労働力調査」

▼完全失業率の推移

▼入域観光客及び観光収入の推移

資料出所：沖縄県観光政策課「観光要覧」

当県の15歳から29歳までの若年層の失業率は5.9％で、全国平均の4.4％と比較して高い水準となっ
ています。また、令和３年３月卒業者（令和3年3月末現在）の就職内定率をみると、大学については
86.0％（全国96.0％）となっており、高校についても97.2％（全国99.1％）と全国と比べて低い水準
となっています。さらに、就職後３年以内の離職率は、全国平均と比べて大卒者が8.7ポイント、高
卒者が13.7ポイント高くなっています。特徴として、１年目の離職率が高く、ハローワークのアン
ケート結果によると、離職理由のトップは「仕事が自分に合わない」とあり、業界や企業、職業理解
が不十分であったことが窺えます。

２．若年者の雇用・失業情勢

▼ 年齢階級別完全失業率の比較（全国・沖縄）

高校卒 大学卒

全国 99.1% 96.0%

沖縄 97.2% 86.0%

▼ 就職後３年以内の離職率（平成30年3月卒）

資料出所：厚生労働省「新規学卒者の都道府県別離職状況」

資料出所：総務省統計局・沖縄県「令和２年労働力調査」

～ 歳 ～ 歳 ～ 歳 歳以上

全国 沖縄

（％）

▼令和3年3月卒新規学卒者就職内定状況（令和3年3月末現在）

資料出所：厚生労働省「職業安定業務統計」

高校卒 大学卒

全国 １年目 ２年目 ３年目 １年目 ２年目 ３年目

％ ％ ％ .6％ ％ ％

沖縄 １年目 ２年目 ３年目 １年目 ２年目 ３年目

％ ％ ％ ％ ％ ％







１０．労働災害の発生状況

沖縄県最低賃金(時間額)は、令和２年度の792円から令和３年度は820円に引き上げられました。
最低賃金額は全国最低となっており、全国加重平均額は930円、最高額の東京都（1,041円）との
差は221円となっています。

９．最低賃金の状況

年度 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3

沖縄 642 645 653 664 677 693 714 737 762 790 792 820

沖縄県と
同ランク

の
県の状況
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島根、
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長崎、
宮崎、
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と同額

岩手、
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島根、
高知
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島根、
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長崎、
熊本、
大分、
宮崎と
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鳥取、
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宮崎と
同額

鳥取、
高知、
宮崎

と同額

宮崎と
同額

高知、
佐賀、
長崎、
熊本、
大分、
宮崎、
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県及び東
北など15
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最高額
821
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850
東京

869
東京

888
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907
東京

932
東京

958
東京

985
東京

1,013
東京

1,013         
東京

1,041
東京

全国加重
平均

730 737 749 764 780 798 823 848 874 901 902 930

▼ 沖縄県最低賃金の推移
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▼ 労働災害(死亡)の発生状況 ▼ 労働災害（休業）の発生状況
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巻き込まれ

その他 合計

全産業 ３人 ２人 ４人 ９人

▼ 令和２年 労働災害(死亡)の事故の型

▼ 令和２年 労働災害(休業４日以上)の事故の型

人
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令和２年の労働災害発生状況は、死亡者が９人（前年比２人減）、休業４日以上の死傷者が
1,352人（前年比106人、8.5％増）となっています。
死亡災害をみると、事故の型では墜落・転落３人、はさまれ・巻き込まれ２人となり、業種で

は建設業７人、第３次産業２人となりました。
休業４日以上の死傷災害をみると、事故の型では転倒が全体の1/4（25.6%）を占め、続いて、

墜落・転落事故が約15％、はさまれ・巻き込まれ事故が約10％を占めています。また、高齢者の
転倒等や新型コロナウイルス感染症による労働災害の増加により、第３次産業においては前年比
16.2％の増加の855人となりました。

転倒 墜落・転落
動作の反動・
無理な動作

はさまれ・巻
き込まれ

新型コロナウ
イルス感染症

他 合計

第３次産業 ２６３人 ８９人 １３２人 ４６人 ９１人 ２３４人 ８５５人

全産業
３４６人

（ ％）

１９９人
（ ％）

１７５人
（ ％）

１３３人
（ ％）

９５人
（ ％）

４０４人
（ ％）

１，３５２人
（ ％）
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12．労災補償の状況
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▼ 精神障害の労災補償状況の推移

請求 決定 支給決定（認定）
（年度）
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▼ 脳血管疾患及び虚血性心疾患等の

労災補償状況の推移

請求 決定 支給決定（認定）
（年度）

（件）

▼ 労災保険給付支払状況
（単位：万円、人）

令和２年の定期健康診断の結果、有所見
率（何らかの健診項目で所見がある労働者
の割合）は69.5％となり、都道府県別で平
成23年から10年連続で全国最下位（全国平
均58.5％）となっています。血中脂質、血
圧、肝機能、血糖といった生活習慣病の要
因とされる健診項目で有所見率が高くなっ
ています。
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▼ 定期健康診断有所見率の推移

沖縄 全国 全国との差（ﾎﾟｲﾝﾄ）

（ ）

▼ 職場における定期健康診断有所見率（令和２年）健診項目別

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

保険給付総額 402,152 444,452 452,462 462,366 458,931

新規受給者数 4,650 5,046 5,270 5,674 5,365

※金額については千円単位を四捨五入している。

11．労働者の健康状況

令和２年度の脳・心臓疾患に係る労災請求件数及び支給決定（認定）件数は、いずれも令和元年
度より減少しました。一方、精神障害に係る労災請求件数は令和元年度より増加し、支給決定（認
定）件数は減少したものの高止まりとなっています。
また、令和２年度における労災保険給付の支払状況を見ると、保険給付総額、新規受給者数とも

に令和元年度より減少したものの、近年、増加傾向にあります。







3.7%





９．子育て中の方への就職支援及び育児の両立支援

▼マザーズコーナーでの就職支援状況

10．派遣労働者の雇用の安定等

▼ハローワークプラザ那覇 キッズルーム

労働者派遣のポイントは
こちらから！

(2)派遣労働者等からの相談への対応の徹底

子育て中の女性の中には、再就職等の希望はあっても、子どもの預け先や仕事と家庭の
両立等に不安を持っていることも多いことから、それぞれの状況・ニーズに応じた支援を
きめ細かくかつ積極的に実施していく必要があります。
また、母子家庭の母等を取り巻く環境は、人口に占める母子世帯の出現率及び児童扶養

手当受給率が全国一高くなっているなど、全国と比較して深刻な状況であることを踏ま
え、母子家庭の母等に対する雇用対策を積極的に推進していく必要があります。

(1)子育て中の求職者を対象とする専門窓
口「マザーズコーナー」を設置し、子ども
連れでも来所しやすい環境を整備してい
ます。

(2)自治体等との連携により、仕事と子育
ての両立支援や保育所・子育て支援サー
ビス等に関する情報提供を行っていま
す。

(3)担当者制によるきめ細かな職業相談・
職業紹介を行うことに併せ、求職者の希
望に合った仕事と子育ての両立がしやす
い求人の確保にも積極的に取り組みま
す。

派遣労働者は、派遣元に雇用されながら、雇用主でない派遣先の指揮命令を受けるという特
殊な労働環境に置かれていることから、労働者派遣法により派遣労働者の雇用の安定を図る必
要があります。
具体的には派遣労働者への雇用安定措置の履行確保に取り組むとともに、新型コロナによる

労働者派遣契約の中途解除や不更新等が生じないよう派遣元・派遣先事業所へ働きかけ、労働
者派遣事業の適切な運営を確保する必要があります。

(1)雇用安定措置の履行確保の徹底
同一組織単位に継続して1年以上派遣就

業することが見込まれる有期雇用派遣労
働者について、労働者派遣法第30条に基
づく雇用安定措置（有期雇用派遣労働者
が希望する当該措置の内容の聴取及び派
遣元管理台帳への聴取内容記載義務等）
が適正に講じられているか、厳正な指導
監督及び周知を徹底します。

令和2年度より労働局に設
置している派遣労働者相談窓
口を引き続き継続し、労働者
派遣契約の中途解除等の相談
について、必要に応じて指導
監督を行うなど、相談解決に
向けて取り組んでいきます。
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0

200

400

600

800

1,000

1,200

H29 H30 R1 R2

支援対象者数 就職者数（人）

（年度）





４．職業能力・職場情報・職業情報等の見える化の推進

グッジョブセンターおきなわ（那覇市泉崎）

３．人材不足分野対策の推進

５．職業訓練による技能習得の推進

訓練施設 就職率（％）

① ポリテクセンター沖縄 86.7

② 県立職業能力開発校（施設内） 95.4

③ 県立職業能力開発校（委託） 81.5

④ 求職者支援訓練（基礎コース） 64.8

⑤ 求職者支援訓練（実践コース） 56.4

求職者が求められる知識・経験や仕事内容のイメージを掴みやすくす
るため、職業相談等において職業情報提供サイト（日本版Ｏ-ＮＥＴ）を
活用して、職業能力・職場情報・職業情報それぞれを「見える化」し、
求人・求職の効果的なマッチングを図ります。また、応募書類の添削な
どのメニューを充実させ、併せて求職情報の公開を促し、企業から求職
者へ応募のリクエストを広げることで就職促進を図ります。更に、中途
採用の拡大を図るため、中途採用に係る情報を公表して「見える化」
し、採用者の増加や定着の促進等に取り組む事業主を助成（中途採用等
支援助成金）します。

デジタル化の加速及び非正規雇用労働者等の早期の再就職支援に対応するため、時代に応じ
た技術革新と産業界のニーズに合った公共職業訓練のコースを設け、就職に必要な技能及び知
識を習得する機会を提供していきます。

IT分野の資格取得を目指す公的職業訓練
について、訓練委託費等の上乗せによる訓
練コースの拡充によりデジタル分野の人材
育成を行います。
関係者による地域訓練協議会において、

訓練コースの検証等により地域ニーズを踏
まえた訓練コースの設定を促進します。
また、新型コロナの影響により、やむを

得ず離職した方等の再就職に向け、求職者
支援制度の積極的な周知・広報により制度の
活用を推進します。

▼人材不足分野の有効求人倍率の推移（就業地別・原数値）

▼離職者訓練及び求職者支援訓練修了者の就職実績（令和２年度）

建設及び医療・福祉等の雇用吸収力の高い分野において人材不足が課題となっています。
ハローワーク那覇及びハローワーク沖縄に設置する「人材確保対策コーナー」を中心に沖縄県
や関係機関とも連携しながら、国・県による認証制度の普及や助成金等による支援（雇用管理
改善）を行ってそれぞれの職場の魅力を高め、 そこに求職者の応募を促す（マッチング支援強
化）とともに、必要な知識・スキルの習得（能力開発）等の人材確保対策を総合的に推進して
いきます。

(1) 沖縄県及び業界団体、 職業訓練機関、沖縄県福祉人材研修センターや公益財団法人介護労働
安定センター沖縄支部等と連携し、人材確保に向けた意見交換、職場見学会や業界セミナー等
の就職支援を実施していきます。

(2) 雇用管理制度の導入等を通じて労働環境の向上等を図り、従業員の定着向上に取り組む事業
主等に対して人材確保等支援助成金を支給します。また、沖縄県福祉人材研修センターが実施
する介護福祉士及び保育士の資格取得に対する貸付金制度（修学資金等貸付制度）の周知を行
う等関係機関と連携した人材育成策を展開します。

全職業 介護分野 医療分野 保育分野 建設分野 警備分野 運輸分野

平成 年度 令和元年度 令和２年度倍

※①②③は、訓練終了３ヶ月後の就職状況「令和２年度公共職業等訓練実
績より」、④及び⑤は、令和２年度中に終了したコースのうち、令和３年３月
までに修了したコースにおける就職者のうち、 雇用保険に加入した率

職業情報提供サイト
（日本版O-NET）は

こんなサイト！









５．労働災害の防止対策

労働者の安全確保を当然のこととして受け入れていく社
会の実現に向けて、

“ Safe  Work  OKINAWA ”
を安全な作業のキャッチフレーズに産業界と協働で安全
職場の取組を推進していきます。

(1)最低賃金の改定等については、使用
者・労働者等に周知徹底を図るととも
に、問題があると考えられる業種等を
重点とした監督指導を行います。

(2)中小企業・小規模事業者に対し、生
産性向上のための設備投資などを行っ
て、事業場内の最低賃金を一定額以上
引き上げた場合、その設備投資などの
費用の一部を助成する助成金の利用を
促進し、沖縄働き方改革推進支援セン
ターによるワンストップ相談窓口にお
いて、事業者等への支援を行います。

４．最低賃金の履行確保と周知の徹底

最低賃金については、「経済財政運営と改革の基本方針2021」においても、より早期に全国
加重平均1,000円になることを目指すとの方針を堅持するとされており、中小企業・小規模事
業者への生産性の底上げや、取引関係の適正化等、中小企業・小規模事業者が賃上げしやすい
環境の整備に取り組むことが不可欠です。

沖 縄 県 の 最 低 賃 金

最低賃金の件名 最低賃金額
（時間額、円）

効力発生年月日

沖縄県最低賃金 820 令和３年10月８日

特

定

産

業

別

最

低

賃

金

新 聞 業 853 令和３年11月12日

自動車（新車）小売業
各 種 商 品 小 売 業
糖 類 製 造 業
畜 産 食 料品 製 造 業
清涼飲料、酒類製造業

左記の最低賃金は、令和３年度は改正

がありませんでした。

令和３年10月８日からは、

沖縄県最低賃金820円が適用されて

おります。

第13次労働災害防止計画の目標（令和４年までに平成29年と比較して死亡災害を15％以上減
少、死傷災害を５％以上減少）達成に向けて、重点業種を中心として労働災害防止の取組みを
推進するとともに、高年齢労働者や外国人労働者の増加や、転倒災害、腰痛、熱中症の災害発
生状況を踏まえた対策に取り組むことが重要です。

(1)第13次労働災害防止計画が目指す
「安全・健康に働くことができる県民
職場の実現」に向け、沖縄県建設業
「Safe-Work」運動を始め、関係機関
と一体となった労働災害防止対策を推
進していきます。

(2)第三次産業等については、安全推進
者の配置やリスクアセスメントの普及
等を通じて転倒災害防止対策や腰痛予
防対策等の企業の自主的な安全衛生活
動を促進します。

(3)建設業については、墜落・転落災害
防止対策等を促進します。

(4) 製造業については、「危険性又は有
害性等の調査等に関する指針」及び
「機械の包括的な安全基準に関する指
針」に基づき、リスクアセスメント残
留リスクの情報提供の確実な実施を促
進します。



７．労災保険の迅速・公正な給付

近年、複雑困難事案（脳・心臓疾患、精神障害、石綿関連疾患）の労災請求件数が増加傾向
にあります。また、新型コロナに係る労災補償への対応も求められており、被災労働者やその
遺族への必要な保険給付を行うため、迅速かつ公正な事務処理に努める必要があります。な
お、令和２年９月に複数就業者のセーフティーネットの整備に係る改正労働者災害補償保険法
が施行されたほか、令和３年９月には脳・心臓疾患の労災認定基準が改正されています。

複雑困難な事案が多い過労死等事案（精神
障害及び脳・心臓疾患）や石綿関連疾患事案
（肺がん、中皮腫など）に係る労災請求は、
各認定基準に基づく迅速・公正な事務処理に
努めていきます。

また、石綿関連疾患に係る補償（救済）制
度について、がん診療連携拠点病院等に石綿
ばく露チェック表の活用や労災請求の勧奨を
依頼するなど周知を図ります。

さらに、米軍基地において石綿にばく露し
たことが原因で肺がんや中皮腫などで亡く
なった米軍関係労働者やその遺族について、
労災保険給付等の支給対象であることを広報
していきます。

６．職場における健康確保

うちなー健康経営宣言 検索

請求（申請）のできる保険給付等
～全ての被災労働者・ご遺族が必要な
保険給付等を確実に受けられるために～

第13次労働災害防止計画の目標（令和４年までに定期健康診断の有所見率を改善して全国平
均値との差を７ポイント以内に）達成に向けた取組みの他、産業医・産業保健機能の強化や長
時間労働者に対する面接指導の強化に取り組む必要があります。また、今後石綿使用建築物の
解体工事の増加が見込まれている中で、石綿ばく露防止対策等に取り組む必要があります。

うちなー健康経営宣言
の内容が沖縄労働局
ホームページから確認で
きます。

請求書は厚生労働省の
ホームページからダウン
ロードできます。

(1)沖縄産業保健総合支援センター及び地域産
業保健センターと連携を図り、健康診断の
実施や実施後の措置等を徹底します。

(2)「沖縄県の働き盛り世代に係る健康づくり
の推進に向けた包括的連携に関する協定」
に基づき、関係機関と連携し、「うちなー
健康経営宣言」の登録事業者数を増やすな
ど、働き盛り世代を中心とした健康問題を
解決していくための取組みを積極的に推進
します。

(3)長時間労働者に対する医師による面接指導
やストレスチェック制度を始めとするメン
タルヘルス対策などの取組が各事業場で適
切に実施されるよう、指導等を行います。

(4)建築物等の解体・改修作業に従事する労働
者の石綿ばく露を防止するため、建築物石
綿含有建材調査者講習の受講勧奨や石綿事
前調査結果の報告、作業時におけるばく露
防止措置の徹底、発注者への制度の周知を
図ります。



１．働き方改革の実現

働き方改革や生産性向上に向けた取組を支援するため、沖縄労働局、沖縄総合事務局、沖縄県、
経済団体、士業団体、金融機関、労働団体等が「働き方改革・生産性向上推進協議会」発足させ
連携しています（平成30年12月）。令和3年度から各機関の支援策等について、ウェブで公開し、
情報提供を行っています。また、生産性を高めながら労働時間の短縮等に取り組む中小企業等に
対して助成（働き方改革推進助成金）を行っています。

沖縄働き方改革推進支援センター ☎ 0120-420-780、0120-420-781 (フリーダイヤル)

（１） 働き方改革関連法の概要

① 時間外労働の上限規制
労働基準法が改正され､残業時間の上限は､原則として月45時間・年360時間と

し、臨時的な特別の事情がなければこれを超えることはできません。臨時的な特
別の事情があって、労使が合意する場合でも、年720時間以内、複数月平均80時
間以内(休日労働含む)､ 月100時間未満(休日労働含む)を超えることはできませ
ん。また、原則である月45時間を超えることができるのは、年間６か月までとな
ります。（※適用が猶予･除外となる事業･業務があります）。

第５ 誰もが働きやすい職場づくりの推進

（２）働き方改革推進センターによる取組

（３）働き方改革・生産性向上推進のための取組

（４）良質なテレワークの導入・定着促進

雇用型テレワークについて、適正な労務管理下における良質なテレワーク
の定着促進を図るため、「テレワークの適切な導入及び実施の推進のための
ガイドライン」の周知や「人材確保等支援助成金（テレワークコース）」の
活用により良質なテレワークの定着促進を行います。

我が国は、「少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少」「育児や介護との両立など、働く方の
ニーズの多様化」などの状況に直面しています。こうした中、生産性向上とともに、就業機会の
拡大や意欲・能力を存分に発揮できる環境を作ることが重要な課題になっています。「働き方改
革」は、この課題の解決のため、個々の事情に応じ、多様な働き方を選択できる社会を実現し、
より良い将来の展望を持てるようにすることを目指しています。

特に中小企業・小規模事業者の方々が抱える様々な課題に対応するた
め、ワンストップ相談窓口として、「沖縄働き方改革推進支援セン
ター」を設置し、社会保険労務士などの専門家が、無料で、長時間労働
の削減、同一労働同一賃金、賃金引上げの相談や助成金の活用に関する
アドバイスを行っています。また、働き方改革に関する情報発信、セミ
ナーの開催、出張相談、企業訪問支援等も行っています。

② 年次有給休暇の時季指定
使用者は、年10日以上の年次有給休暇が付与される労働者に対して､年５日

については時季を指定して取得させる必要があります。

③ 雇用形態に関わらない公正な待遇の確保等
同一企業内において、正規雇用労働者と非正規雇用労働者の間で基本給や

賞与などの個々の待遇ごとに不合理な待遇差が禁止されます。
厚生労働省のウェブサイト

厚生労働省のウェブサイト
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いじめ・嫌がらせ

566件

26.1%

解雇

369件

17.0%

その他の労働条件

289件

13.3%

自己都合退職

249件

11.5%

退職勧奨・雇止め

202件

9.3%

労働条件引下げ（賃金等）

197件

9.1%

その他

298件

13.7%

個別紛争

相談内容

2,078件

「総合労働相談コーナー」では解雇、労働条件の引下げ、いじめ･嫌がらせ等労働問題に関する
あらゆる分野について、労働者、事業主からご相談を受けています。専門の相談員が相談内容
に応じた的確なアドバイスや分かりやすい情報提供をワンストップサービスで行います。相談
は「無料」で「秘密厳守」です。「総合労働相談コーナー」は、県内６か所（沖縄労働局雇用
環境･均等室、各労働基準監督署内）に設けています。また、労働者と事業主との間のトラブル
「個別労働紛争」については、円満な解決がなされるよう、「労働局長による助言」「紛争調
整委員によるあっせん」など個別労働紛争解決制度により適切、迅速な解決を目指します。

職場におけるハラスメントについて、企業に防止対策が講じられるよう周知・啓発等を行うと
ともに、労働者、事業主等への相談対応も行っています。

6．総合的ハラスメント対策

7．個別労働関係紛争解決の促進

育児・介護休業法が順次改正されます！

▼ 総合労働相談件数の推移 ▼ 個別紛争の主な相談内容（令和２年度）

※相談内容
複数計上あり

職場におけるハラスメント（パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント及び妊娠・出
産、育児休業等に関するハラスメント）は、労働者の尊厳を傷つけるとともに働く人の能力発揮
の妨げになります。事業主にハラスメントの防止措置の履行確保を徹底する等、職場におけるハ
ラスメント対策を総合的に推進する必要があります。
また、就職活動中の学生等に対するセクシャルハラスメント等への対応、AV出演強要、JKビ

ジネス等の問題、顧客からの悪質なクレーム等の著しい迷惑行為への対応も求められています。

ハラスメント対策が強化されました！
（１）職場におけるパワーハラスメント防止対策の義務化
職場において行われるパワーハラスメントとは
① 優越的な関係を背景とした言動であって、
② 業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、
③ 労働者の就業環境が害されるもの
であり、①～③までの要素を全て満たすもの（客観的にみて、業務上必要
かつ相当な範囲で行われる適正な業務指示や指導については、該当しない。）
【 防止対策の概要 】
① 事業主によるパワハラ防止の社内方針の明確化と周知・啓発
② 苦情などに対する相談体制の整備、
③ 被害を受けた労働者へのケアや再発防止 等

（２）職場におけるセクシュアルハラスメント、妊娠･出産等に関するハラスメント対策の強化
国･事業主･労働者の責務の明確化､事業主に相談等をした労働者に対する不利益取扱いの禁止等

情報サイト
（明るい職場の応援団）

令和４年４月１日から
中小企業も義務化！
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○ 求職者サービス
・ 職業相談・職業紹介
・ 求人情報の提供
・ 雇用保険の給付
・ 職業能力開発

・解雇・賃金不払いなど労働条件に関する相談
・事業場に対する監督指導
・職場の安全衛生管理、労働災害防止対策や
健康確保対策などに関する相談・指導

・労災保険給付関係に関する相談・給付
・労働保険の適用・徴収などの業務

沖縄労働局

最低賃金、最低工賃、賃金の統計調査等
に関する業務

労働災害防止や健康保持増進、特定機械
の検査、各種免許の交付などの業務

労災診療費等の審査、二次健康診断等給付
の支給、義肢等補装具の支給などの業務

労働相談・個別労働関係紛争
解決制度に係るあっせんなど

働き方改革の推進、女性活躍の推進、仕
事と家庭の両立支援、パート等非正規雇
用労働者の雇用管理の改善、ハラスメン
ト対策、助成金などの業務

総合的な施策の企画、広報などの業務

雇用環境・均等室

人事、会計、給与等に関する業務
情報公開、個人情報保護に関する業務

労働保険（労災保険・雇用保険）の
適用・徴収などの業務

総 務 部

高齢者・障害者の雇用対策、雇用管理の
改善、地域雇用開発等の業務

公的訓練、生活困窮者対策等に係る業務

沖縄助成金センター 各種助成金に係る業務

職 業 安 定 部

雇用保険電子申請事務センター 雇用保険電子申請に係る業務

職業相談、職業紹介、雇用保険の給付等
に関する業務

職 業 安 定 課

需 給 調 整 事 業 室 労働者派遣事業、有料職業紹介事業に
関する業務

公共職業安定所（ハローワーク)

○ 事業主サービス
・ 求人の受付・人材の紹介
・ 雇用保険の適用
・ 雇用に係る助成金の相談
・ 雇用管理サービス

労働基準監督署

総合労働相談コーナー

労 働 保 険 徴 収 室

職 業 対 策 課

訓 練 室

第７ 沖縄労働局の組織と事務所掌

労働条件の確保・改善、事業場に対する
監督指導等に関する業務

総 務 課

労 働 基 準 部
健 康 安 全 課

労 災 補 償 課

賃 金 室

監 督 課

※労働基準部所管 ※職業安定部所管
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◎糸満市ふるさとハローワーク
〒901-0364 糸満市潮崎町１-１（糸満市役所１階） ☎ 098-840-8184

◎豊見城市ふるさとハローワーク
〒901-0292 豊見城市宜保１-１-１（豊見城市役所１階） ☎ 098-856-3335

◎浦添市ふるさとハローワーク
〒901-2114 浦添市安波茶１-１-１（浦添市役所１階） ☎ 098-876-0734

■那覇公共職業安定所（ハローワーク那覇）
〒900-8601 那覇市おもろまち 1-3-25（沖縄職業総合庁舎） ☎ 098-866-8609

（３階）◎那覇新卒応援ハローワーク ☎ 098-866-8609（45＃）

◎ハローワークプラザ那覇
☎ 098-867-8010

◎グッジョブセンターおきなわ
☎ 098-860-9530

■沖縄労働局
〒900-0006 那覇市おもろまち 2-１-１ (那覇第２地方合同庁舎１号館１・３・４階)
（４階）総 務 部 総 務 課 ☎ 098-868-4003

（３階）総 務 部 労働保険徴収室 ☎ 098-868-4038

雇用環境・均等室 ☎ 098-868-4380・868-4403
◎総合労働相談コーナー ☎ 098-868-6060

労働基準部 監 督 課 ☎ 098-868-4303
健 康 安 全 課 ☎ 098-868-4402
賃 金 室 ☎ 098-868-3421
労 災 補 償 課 ☎ 098-868-3559

職業安定部 職 業 安 定 課 ☎ 098-868-1655
職 業 対 策 課 ☎ 098-868-3701
訓 練 室 ☎ 098-868-3877
需給調整事業室 ☎ 098-868-1637

（１階）◎沖縄労働局 雇用保険電子申請事務センター ☎ 098-868-4311
◎沖縄労働局 沖縄助成金センター ☎ 098-868-1606

■那覇労働基準監督署
〒900-0006 那覇市おもろまち 2-1-1（那覇第２地方合同庁舎１号館２階）

・方面（労働条件、解雇、賃金） ☎ 098-868-8033
・安全衛生課 ☎ 098-868-3431 ・労災課 ☎ 098-868-8040 

◎那覇総合労働相談コーナー（那覇労働基準監督署内） ☎ 098-868-8008

〒900-0021 

那覇市泉崎１-２０-１ カフーナ旭橋A街区6階）

※那覇バスターミナル入居機関






